
 

 

別紙２（様式１） 

研 究 事 業 評 価 調 書（平成１９年度） 

作成年月日 平成１９年11月13日 

主管の機関・科名 窯業技術センター 陶磁器科 

 

研究区分 経常研究（途中評価） 

研究テーマ名 食器洗浄乾燥機に対応した釉による加飾技術の開発 

 

研究の県長期構想等研究との位置づけ                    

     長期構想名       構想の中の番号・該当項目等 

ながさき夢・元気づくりプラン 

（長崎県長期総合計画 後期５か

年計画） 

重点目標：Ⅱ 競争力のあるたくましい産業の育成 

重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ：４ ながさきブランド発信プロジェクト 

主要事業：③ 産地ブランド化の推進 

（波佐見・三川内焼の新分野進出の研究開発）

長崎県産業振興構想 Ⅰ．Ⅳ-1-(5)-② 陶磁器関連産業の支援 

窯業技術センター アクションプ

ラン 

Ⅰ．4-2陶磁器業界の支援 

3-①新しい表現方法の構築、加飾技術の開発 

※ １：県全体の構想・分野関連の構想の順に書く。 

 

研究の概要               

１．研究開発の概要 

  釉薬を彩色材料とし、反復生産を可能とするスクリーン印刷によって、耐摩耗性・耐薬品性を

付加した、食器洗浄乾燥機に対応する加飾技術を開発する。 

  このため、初年度は基礎となる釉の探索、開発を行い、得られた釉による製版・印刷試験及び

印刷によって得られた転写紙による素地への転移試験を行う。 

印刷は、版厚、オイルとの混合比などの条件設定によって厚みやにじみなどの欠点防止による

印刷適正条件を見いだして転写紙を作製する。 

得られた転写紙により、素地への転移（釉下、釉上）試験を行う。これらのプロセスを繰り返

し行って評価し、最も効果的な表現方法の基礎を見いだす。 

  次年度は、釉の多色化を図り、多色によるテストパターンを構成し、その製版・印刷方法や精

度、及び焼成におけるにじみやぼけなどの欠点防止について検討して技術の確立を図る。 

その後、具体的な表現としての製品開発を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

① 研究の必要性 

１． 背景・目的 

【社会的、経済的情勢から見た必要度】 

食器洗浄乾燥機の普及率は２０％を超えており、有職主婦などの時間節約志向などにより、需要

はさらに拡大すると考えられている。 

しかし、食器洗浄乾燥機で使用する食器における加飾の中で、上絵具の退色や剥離といった問題

があり、これらの問題に対応する耐摩耗性、耐薬品性のある加飾を開発する必要がある。 

 

【研究開発成果の想定利用者】 

一般家庭（消費材）、営業者（レストランなど生産材） 

 

【どのような場所で使われることをも想定しているか】 

対食器洗浄乾燥機のみならず一般食器、インテリア用品など広く加飾方法として利用することを

も想定している。 

 

【どのような目的で使われることを想定しているか】 

加飾は製品のバリエーション展開、付加価値付与として重要であり、食器洗浄乾燥機で使用する

洗剤（アルカリ）、熱湯（８０℃）に耐久性のある安心して使用できる食器への加飾。 

 

【緊急性・独自性】 

デパート、産地商社などを通して、上絵製品を食器洗浄乾燥機で洗って絵具がとれたという消費

者からのクレーム相談が多く、クレームへの対応、消費者の要望に答える必要がある。 

耐摩耗・耐薬品性のある食器洗浄乾燥機に対応した、釉を彩料（多色）として印刷技術によって

反復生産可能なコントロールしてパターン（模様）化する方法は見当たらない。 

 

２．ニーズについて 

【今利用されている技術・商品には、何が足りないのか】 

食器洗浄乾燥機に対して、耐摩耗性、耐薬品性の優れた多色でカラフルな加飾方法 

 

【想定利用者は、現在どのようなニーズを抱えているか】 

  反復生産が可能で、コストパフォーマンスが良く、市場競争力のある加飾技術。 

 

２． 県の研究機関で実施する理由 

釉の調配合、製版・印刷、転写（転移）、及び焼成のそれぞれの技術を関連付けて進行（及びフ

ィードバック）する必要があり、また設備、分析的判断を必要とするため。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

② 効率性 

１． 研究手法の合理性・妥当性について 

主要な研究段階と期間、各段階での目標値（定性的、定量的目標値）とその意義 

研究項目 活動指標名 期間(年度

～年度) 

目標値 実績値 目標値の意義 

基本釉の開発 基本となる釉の

探索 

H18 1種 １種 火度への対応、多色化への対応な

ど、展開するための基本となる釉

を見いだす 

製版・印刷試験 転写紙作製のた

めの最適条件の

探索 

H18～19

 

最適条

件の検

討 

検討（

オイル

比等）

にじみやぼけ（印刷時、焼成時）

、厚みなどに対する最適条件を見

いだす 

釉の転移試験 効果的な表現方

法の探索 

H18～19 1方法 ２方法 3方法（釉上、釉下）の転移試験

を行って最も効果的な転移方法

を見いだす 

釉の多色開発 カラフルで多様

な表現のための

探索 

H19 ２５色  基本５色、中間２０色を開発して

カラフルで多様な色の確保 

釉を彩料としたスク

リーン印刷による加

飾技術の確立 

釉の転移試験に

基づく効果的表

現の確立 

H19 1件  表現としての効果はもちろん、コ

ストや生産性、歩留まりに配慮し

た技術として確立 

釉を彩料としたスク

リーン印刷による製

品開発 

効果的な表現の

ための試作開発 

H19 １０種  本研究の具体的事例としてその

効果を示す 

２． 従来技術・競合技術との比較について 

釉そのものは全体を被覆（強度、汚れ防止、加飾性）、あるいは手工的な方法（掛け分け、刷

毛などによる）で加飾に用いられているが、釉を彩料（多色）とし、反復生産を可能とするスク

リーン印刷技術によって、コントロールしてパターン（模様）化する方法は見当たらない。カラ

フルな加飾として上絵があるが、退色、落剥するため、本技術は食器洗浄乾燥機対応食器の加飾

として優位になると考える。 

 

【研究の実施上、想定される主要なリスクとその対策】 

上絵は低温で焼成され、釉上に熔着し、その組成上からも耐摩耗性、耐薬品性が低いためクレー

ムを起こすこととなる。 

一方釉は高温であり、釉と釉が溶融することとなる。溶融することによってにじみやぼけ、流れ

現象あるいはピンホールやぶくなどの欠点が起こることが予想される。 

このため釉の組成や転移方法、焼成方法を繰り返し行って解決を図る。 

３． 研究実施体制について 

研究所内を中心に行う。釉の開発、製版・印刷、釉（転写紙）の転移を分担し、互いに連携し

て問題解決にあたる。 

 

構成機関と主たる役割 

(1)窯業技術センター： 釉の開発、製版・印刷試験、釉（転写紙）の転移試験、及び製品開発 

 



 

 

４．予算 

 

人件費 研究費  

財源 

研究予算 

（千円） 

 

計 

 

 

 

国庫 県債 その他 一財 

全体予算 23,859 15,087 8,772   8,772

  18年度 14,790  7,518 7,272   7,272

  19年度  9,069  7,569 1,500   1,500

   年度    

   年度    

 ※：過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 

 

③有効性 

１． 期待される成果の得られる見通しについて 

初年度（H18年度）：基本となる釉を探索する。同時にテストパターンによって製版・印刷（

厚みや面積の異なる転写紙作製）し、印刷可能な範囲や精度について、また素地（釉下、釉上）

への転移方法およびその精度や効果について検討する。これらの検討を踏まえ、釉を彩料とした

効果的表現方法の基礎を見出す。 

  ２年度（H19年度）：釉の多色化を図る。多色化にともなうそれぞれの釉の検討とともに、多

色によるテストパターンを構成し、その製版、印刷方法及び焼成における欠点防止について検討

して技術の確立を目指す。その後具体的な表現としてのパターン展開（製品展開）を図る。 

２． 成果の普及、又は実用化の見通しについて 

できるだけ早い段階で企業との共同研究などによってスピードアップを図る。 

～また、平成１６ １７年度で行った食器洗浄機対応食器の開発」で行った成果を生かし、具体的

な商品化を目指す。 

 

【将来の経済的・社会的効果】 

～食器洗浄乾燥機は年間８０ ９０万台生産（生産動態統計）され、その普及率は２０％を超えて

おり、所有世帯は少なくとも９００万世帯（全世帯数4650万、世帯数平均2.67人）となる。今

後さらに需要は拡大すると考える。また他の製品にも幅広く効果的な加飾技術として展開が可能で

ある。 

成果項目 成果指標名 期間(年度

～年度) 

目標数値 

 

実績値 

 

目標値の意義 

釉を材料とした

スクリーン印刷

による加飾技術

の確立 

耐摩耗性、耐薬

品性のある加

飾技術の開発 

H18～19 1件 1件 食器洗浄乾燥機に対応した、

耐摩耗性、耐薬品性のある加

飾技術の提供 

釉を材料としたス

クリーン印刷によ

る製品開発 

効果的な表現

のための試作

開発 

H18～19 １０種  本研究の具体的事例として

その効果を示す 

 

【研究開発の途中で見直した内容】 

※ 年度と研究環境上の変化、途中評価等々からの計画の見直し等の内容 

 

 

 



 

 

研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

事

前 

（  年度） 

評価結果 

(評価段階：※数値で) 

・必 要 性：5 

  

・効 率 性：4 

  

・有 効 性：5 

 

・総合評価：4 

（  年度） 

評価結果 

(評価段階：※数値で) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

途

中 
（１９年度） 

評価結果 

(評価段階： A ) 

・必 要 性： 食器洗浄乾燥機使用による上

絵の褪色や落剥に対し、耐摩耗

性、耐薬品性の高い加飾技術を

開発する必要があり、また、差

別化を図るためにも必要性は高

い。 

・効 率 性： 基本となる印刷に適した釉の

開発、転写紙作成のための厚み

の異なる版作成やオイル比等の

条件設定による印刷、及び印刷

された転写紙の素地への転写・

焼成を繰り返し行ない、効率的

に進捗した。 

・有 効 性： 釉の開発及び釉を絵具とした

印刷から転写、焼成に至るプロ

セスの確立を図り食器洗浄乾燥

機に対応した、耐摩耗性、耐薬

品性のある加飾提供のための基

本となる技術を得ることができ

た。 

 

 

（１９年度） 

評価結果 

(評価段階： A ) 

・必 要 性： 消費者及び産地ニーズに対応したテ

ーマであり、研究開発（色落ち防止）

の必要性は高いと思われる。長崎県産

陶磁器のアピールになるよう開発して

ほしい。 

 

・効 率 性： 印刷や釉転移等に関する実験データ

を具体的に活用して、最適条件を見出

すのは必要だが、工数が多大ではない

か。 

 

 

 

・有 効 性： 県内企業との連携を今後進めて欲し

い。食洗機の普及拡大とともに、スク

リーン印刷の特性を活かした本研究の

必要性が拡大すると思われる。 

 

 

 

 

 



 

 

・総合評価： 釉の開発及び釉を絵具とした

印刷から転写、焼成に至るプロ

セスの確立を図り食器洗浄乾燥

機に対応した、耐摩耗性、耐薬

品性のある加飾提供のための基

本となる技術を得ることができ

た。 

・総合評価： 県内陶磁器メーカー等の業績向上に

つながるよう県内企業等の食器メーカ

ーとの連携を進め、積極的に研究を行

ってほしい。他産地に真似されないよ

うに早期商品化を望む。 

 対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応 

前年度において、印刷及び焼成再現についてその

基本となるプロセスの確立を図ることができた。こ

のため、本年度の目標である釉の多色化及び多色に

よる実証試験並びに製品開発は可能と考えている。

また、印刷工数を商品化レベルで考えると、製版

・印刷・転写ともに従来の上絵と基本的には変わら

ない。色数（版数）によって加算されるが、これも

従来の上絵と同等と考えている。 

食洗機対応食器へは上絵に変わる方法として、ま

た、一般食器への加飾としても新たな表現方法にな

ると考えており、具体的な試作品の製造によるプレ

ゼンを通して早期に商品化が可能となるよう研究

を進める。 

事

後 

（  年度） 

評価結果 

(評価段階：※数値で) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(評価段階：※数値で) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

■総合評価の段階 

平成１９年度以降 

（事前評価） 

  Ｓ＝着実に実施すべき研究 

    Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 

  Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 

  Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 

Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 

    Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 

    Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 

Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 



 

 

（事後評価） 

Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 

    Ａ＝計画どおり研究が進展した 

    Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 

Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 

平成１８年度 

（事前評価） 

１：不適当であり採択すべきでない。 

２：大幅な見直しが必要である。 

３：一部見直しが必要である。 

４：概ね適当であり採択してよい。 

５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 

１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 

２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 

３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 

４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 

５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 

１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 

２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要であ

る。 

３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 

４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 

５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 


